
 
令和５年度 第１回総合教育会議次第 

 

 

日 時 令和５年１０月２３日（月） 

午後３時～ 

場 所 本庁舎会議室３０２・３０３ 

 

 
１ 開 会 
  
 
 
２ 挨 拶 
 
 
 
３ 議 題 

 
（１）校内教育支援センター等の充実について 
 
（２）こども家庭センターの設置について 

 
 
 
４ 閉 会  
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校内教育支援センター等
の充実について

令和５年10月
射水市教育センター

1

不登校児童生徒数（全国）
• 近年増加し続けている

• 小・中学校不登校児童生徒
数は、全国で約29. 9万人

• 90日以上の不登校であるに
もかかわらず､学校内外の
専門機関等での相談・指導
を受けていない小・中学生
約5.9万人 令和４年度「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の

諸課題に関する調査」より
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不登校児童生徒数の推移

不登校
年間に３０日以上、
登校しなかった児童
生徒数
ただし、病気や経済
的な理由は除く
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不登校児童生徒数の推移

0

20000

40000

60000

80000

100000

120000

140000

160000

180000

200000

0

20

40

60

80

100

120

140

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

市小学校 市中学校 国小学校 国中学校

全国
1.70％

小学校の
不登校児童
の割合 射水市

1.20％

4



不登校児童生徒数の推移
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不登校児童生徒の割合
小学校・中学校ともに全国を下回っている

これまでの本市の取組が奏功

対策の充実を検討する必要性

しかしながら、
本市でも不登校児童生徒数は増加し続けている
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本市における不登校に対する取組
不登校を生まない
予防的取組

WEBQU調査の実施
結果分析と活用
(全小中学校：年２回)

学校生活における児童生徒個々の意欲や満足感
及び学級集団の状態をＷＥＢでのアンケートに
よって測定する調査。いじめ防止や学力向上の
サポート等において、早期の対応や対策につな
げることができる。
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本市における不登校に対する取組
不登校を生まない
予防的取組

困り感の早期発見・
早期対応

WEBQU調査の実施
結果分析と活用
(全小中学校：年２回)

困りごと調査の実施
担任による全員面談
の実施
マイサポーター制度
の導入
気がかりポストの
設置

相談体制の充実
スクールカウンセラー 【県費（全校）21人】
スクールソーシャルワーカー 【県費（全中学校区）6人、市費（全校）10人】
小・中学校家庭教育専門支援員 【市費２人（小1人、中１人）】
教育相談員 【市費１人】

児童生徒が希望する担任以外のマイサポーター
（教職員）を指名し、いつでも気軽に相談でき
る環境を整備

相談体制の充実
スクールカウンセラー 【県費（全校）７人】
スクールソーシャルワーカー 【県費（全中学校区）6人、市費（全校）10人】
小・中学校家庭教育専門支援員 【市費２人（小1人、中１人）】
教育相談員 【市費１人】

教務主任や生徒指導主事を気がかりポストに
位置付け、日常的な情報共有を行い全教職員
がワンチームとして問題の未然防止や解決に
つなげる校内体制を整備
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本市における不登校に対する取組
不登校を生まない
予防的取組

困り感の早期発見・
早期対応

学校への登校が難しい
児童生徒への対応

WEBQU調査の実施
結果分析と活用
(全小中学校：年２回)

困りごと調査の実施
担任による全員面談
の実施

射水市教育支援
センター「いみずの」
での支援

マイサポーター制度
の導入
気がかりポストの
設置

相談体制の充実
スクールカウンセラー 【県費（全校）21人】
スクールソーシャルワーカー 【県費（全中学校区）6人、市費（全校）10人】
小・中学校家庭教育専門支援員 【市費２人（小1人、中１人）】
教育相談員 【市費１人】

相談体制の充実
スクールカウンセラー 【県費（全校）７人】
スクールソーシャルワーカー 【県費（全中学校区）6人、市費（全校）10人】
小・中学校家庭教育専門支援員 【市費２人（小1人、中１人）】
教育相談員 【市費１人】

不登校児童生徒に対し
て、1人1人に応じた学
習支援、個別相談等を
行い、社会的な自立に
つながる支援を実施
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不登校を生まない
予防的取組

困り感の早期発見・
早期対応

学校への登校が難しい
児童生徒への対応

WEBQU調査の実施
結果分析と活用
(全小中学校：年２回)

困りごと調査の実施
担任による全員面談
の実施

射水市教育支援
センター「いみずの」
での支援

マイサポーター制度
の導入
気がかりポストの
設置

相談体制の充実
スクールカウンセラー 【県費（全校）21人】
スクールソーシャルワーカー 【県費（全中学校区）6人、市費（全校）10人】
小・中学校家庭教育専門支援員 【市費２人（小1人、中１人）】
教育相談員 【市費１人】

本市における不登校に対する取組

学級に入り
づらさを
感じている
児童生徒

一定数在籍

相談体制の充実
スクールカウンセラー 【県費（全校）７人】
スクールソーシャルワーカー 【県費（全中学校区）6人、市費（全校）10人】
小・中学校家庭教育専門支援員 【市費２人（小1人、中１人）】
教育相談員 【市費１人】
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誰一人取り残されない学びの保障に向けた不登校対策「COCOLOプラン」
令和5年3月文科省

自分の学級に入りづらい
児童生徒について、学校
内に落ち着いた空間の中
で自分に合ったペースで
学習・生活できる環境が
あれば、学習の遅れやそ
れに基づく不安も解消さ
れ、早期に学習や進学に
関する意欲を回復しやす
い効果が期待できる
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学級への入りづらさを感じている児童生徒への対応

保健室で養護教諭
が対応 特別教室等で

空き時間の担任が対応

管理職が
対応
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相談室

学級への入りづらさを感じている生徒への対応
（大門中・小杉中）

学習支援
相談支援
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○相談室登校生徒の学習支援、オンライン授業の環境整備
○相談室登校生徒の行事参加支援
○担任、教科担当への情報提供、配布物等の橋渡し
○生徒、保護者、教職員の相談を受ける（カウンセリング指導員）

カウンセリング指導員による対応（大門中・小杉中）

学習支援

オンライン授業

個別学習

行事参加支援
（14歳の挑戦）
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○相談室登校生徒の学習支援、オンライン授業の環境整備
○相談室登校生徒の行事参加支援
○担任、教科担当への情報提供、配布物等の橋渡し
○生徒、保護者、教職員の相談を受ける（カウンセリング指導員）
相談件数 生徒217件 保護者112件 教職員321件 計 650件
相談回数 生徒2105回 保護者157回 教職員1482回 計3728回

令和４年度

カウンセリング指導員による対応（大門中・小杉中）
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○相談室登校生徒の学習支援、オンライン授業の環境整備
○相談室登校生徒の行事参加支援
○担任、教科担当への情報提供、配布物等の橋渡し
○生徒、保護者、教職員の相談を受ける（カウンセリング指導員）
相談件数 生徒217件 保護者112件 教職員321件 計 650件
相談回数 生徒2105回 保護者157回 教職員1482回 計3728回
◎相談室を利用したことによって

３０日以上の欠席にならなかった
◎相談室を一定期間利用したことによって
学級への入りづらさを解消し、学級復帰できた

・・・ ２１％

・・・ ２１％

カウンセリング指導員による対応（大門中・小杉中）

校内教育支援センター的役割
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学級への入りづらさを感じている児童生徒への対応
（大門中・小杉中以外）

連続的な支援を行うことが困難
17

継続的に連続した学習支援や
相談支援を行える人の存在が

心の安定に

継続的な登校や学級復帰に

学級への入りづらさを感じている児童生徒への対応
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校内教育支援センターの充実等について
＜現在＞
市 スクールソーシャルワーカー

全ての小・中学校
週１回、２～３時間 配置

県 スクールカウンセラー
全ての小・中学校
週１、２回、２～６時間 配置

スクールソーシャルワーカー
全ての中学校区
週１回、３～５時間 配置

曜日 配置
月 －
火 市SSW
水 －
木 県SC
金 (県SSW)

月１回程度

【現在の市内学校の配置例】
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校内教育支援センターの充実等について

週３日３時間／日追加
曜日 配置
月 追加

火 市SSW

水 追加

木 県SC

金 追加

曜日 配置
月 －
火 市SSW

水 －

木 県SC

金 （県SSW）
月１回程度

校内教育支援センターとして
の機能が期待できる

不登校児童生徒数が
・学級数を超えている
・前年度より３人以上増加している

令和6年度：小学校3校、中学校2校を想定 20



校内教育支援センターの充実等について
不登校を生まない
予防的取組

困り感の早期発見・
早期対応

学級に入りづらさを
感じている児童生徒
への支援

学校への登校が難しい
児童生徒への対応

WEBQU調査の実施
結果分析と活用
(全小中学校：年２回)

困りごと調査の実施
担任による全員面談
の実施

校内教育支援
センターでの
支援

相談支援
学習支援

射水市教育支援
センター「いみずの」
での支援

マイサポーター制度
の導入
気がかりポストの
設置

現在の相談体制
スクールカウンセラー 【県費（全校）21人】
スクールソーシャルワーカー 【県費（全中学校区）6人、市費（全校）10人】
小・中学校家庭教育専門支援員【市費２人（小1人、中１人）】
教育相談員 【市費１人】

相談体制の充実
スクールカウンセラー 【県費（全校）７人】
スクールソーシャルワーカー 【県費（全中学校区）6人、市費（全校）10人】
小・中学校家庭教育専門支援員 【市費２人（小1人、中１人）】
教育相談員 【市費１人】
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教室に入りづらさを感じている
児童生徒の学びの場の充実を

22



こども家庭センターの設置について 

令和５年１０月２３日 

子育て支援課 

１ 設置根拠 

令和６年４月１日施行の改正児童福祉法により、市区町村において、子ども家庭総合支援

拠点（児童福祉）と子育て世代包括支援センター（母子保健）の設立の意義や機能は維持し

た上で組織を見直し、全ての妊産婦、子育て世帯、子どもへ一体的に相談支援を行う機能を

有する機関である、「こども家庭センター」の設置に努めることとした。 

 

２ こども家庭センターの機能 

R4.10 設置済                   R2.4 設置済 

より連携強化 

 

一体化 

 

 

 

 

         R6.4 以降 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども家庭センターにおいて想定される業務 

 【児童福祉】・要保護児童やひとり親家庭への相談支援 

       ・子どもの貧困対策（ヤングケアラー等） 

 【母子保健】・特定妊婦への相談支援 

       ・妊婦時から子育て期にわたる伴走型支援 

新たに次の事を担うことにより更なる支援の充実・強化を図る。 

 ① 妊娠届から妊産婦支援、子育てや子どもに関する相談を受けて支援をつなぐためのマ

ネジメント（サポートプランの作成） 

② 民間団体と連携しながら、多様な家庭環境等に関する支援体制の充実・強化を図るた

めの地域資源の開拓 

 

３ こども家庭センター設置における効果 

児童福祉と母子保健が一体化した「こども家庭センター」を設置することで、妊娠した時か

ら出産・子育てまでの伴走的な支援が可能となり、福祉保健部内各課や教育委員会等の関係機

関との連携が強化され、虐待、貧困、ヤングケアラー等への支援がより充実する。 

【母子保健】 

子育て世代包括支援センター 

（キッズポートいみず内） 

妊娠期から子育て期にわたる切れ

目ない支援を提供（特に支援が必要

な妊産婦） 

【児童福祉】 

子ども家庭総合支援拠点 

（子育て支援課内） 

虐待や貧困など問題を抱

えた子ども、保護者を支援 

 

こども家庭センター 
（子育て支援課内） 

全ての妊産婦、子育て世帯、子ども 
 

統括支援員を配置し一体的に相談支援 
ケースワーク機能の強化 

虐待・貧困等を早期に発見 

早めのフォロー態勢 
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児童相談所 

教育委員会・学校 

こども家庭センター相関図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
こども家庭センター 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伴 走 型 支 援 

センター長 

統括支援員 

母子保健機能 児童福祉機能 

情報共有・連携 

指揮・命令 

保護者 妊産婦 子ども 
地域子育て相談機関 

・虐待・不登校・いじ

め等への支援の更

なる強化 

・ヤングケアラーへ

の情報共有・支援・

共通認識 

協働 

射水市要保護児童 

対策協議会を含む 

様々な資源による支援メニューにつなぐ 

こども食堂 

訪問家事支援 

ショートステイ 

保育園・幼稚園 子どもの権利支援センター 産後家事サポート 

子どもの悩み総合相談室 子どものこころの外来 医療機関 

小中学校 高等学校 

障害児支援 

密接な連携 

各種経済的支援 

強固な連携 

等 


